
評価の判定基準等について 

 

 外部評価については、平成 22 年度に実施した事業の実施状況等と担当課の 1 次評価を

基に、平成 24 年度に対する方向性についての評価を下記の①～⑥の区分に基づき行うも

のとします。 

 

①「拡大重点化」 

・対象者の拡大や給付費の増額など制度の拡大を図るべき事務事業。 
 

原則として、事業費の増加を伴いますが、建設事業等（ハード事業）で、２年以上の

場合、年度によって事業費が変動しますが、当初計画に変更がない場合には、「現状継

続」とします。 
 

※ 法律の改正等によって事業費が増額する（市の政策判断の伴わない）場合は、「現状

継続」とします。 

 

例１：自治会交付金を市の政策判断により来年度より 1 世帯当たり 100 円増額する。 

  （（400+100）円/世帯×21,000 世帯=10,500 千円（2,100 千円の増額） 

２：子ども手当は法律上１ヶ月 13,000 円/人であるが、当市では 2,000 円増額（上乗

せ）し 15,000 円/人を支給することとした。（対象者 6,923 人×2,000 円×12 月

=166,152 千円の増額） 

 

②「現状継続」 

・事業の手法や制度の方向性を現行のままで実施すべき事務事業。 

（法の改正や社会的要因により対象の範囲や給付費等が変更となり、事業費が大幅に

増減する場合でも「現状継続」とします。） 

 

例 1： 子ども手当が 24 年度より 1 人当たり 13,000 円/人から 20,000 円/月の支給に法

改正された。（対象者 6,923 人×7,000 円×12 月=581,532 千円の増額） 

 ２： ６５歳以上の高齢者に対し、温泉施設の入浴助成を行っているが、来年度対象

者が 600 人増加する見込みである。（600 人×1,050 円＝630,000 円の増額） 

 

③「見直し」 

・現在の事業の手法や制度を変更（改善）すべき事務事業、または、事業費を減少すべ

き事務事業。 

 

 

④「統合」 

他の類似事業と統合することにより、効果の拡大や事業の効率化を図るべき事務事業。 

（統合により大幅な事業費の増加になるものは「拡大重点化」とします。） 

 

 

 



⑤「休止・廃止」 

・事務事業の効果及び必要性を検証するためにいったん休止すべき事務事業、または、

事業目的の効果がないことから廃止すべき事務事業。 

 

⑥「終了」 

・事業目的の達成により終了すべき事務事業、または、定められた一定の時期において

終了すべき事務事業。 

 

 

 

■ ランクについて 

 

 施策内において、各事業に下記の基準でランクを付けるものとします。 

（※ 施策とは、第１章 支えあい健やかに暮らせるまち、第３節 子育て支援の充実、施策１「子

育て環境の充実」の「子育て環境の充実」を指しています。） 

 

 Ａ 予算や人員等を最優先で配分すべき事業。 

 

 Ｂ 予算や人員等を前年度並み又は原課の要求通りに配分すべき事業。 

 

 Ｃ 原則として、予算や人員等を前年度並み又は原課の要求通りに配分すべき事業。た

だし、Ｂより優先度が劣る事業。 

 

 Ｄ 経営資源を減配分すべき事業。 

 


